




















































































が得られた全国 32 道府県 1,154 市区町村のうち 53.1% が域学連携による地域づ
くり活動に取り組んでいる。
　全国自治体で域学連携が広まりつつある中、筆者は、対馬市の域学連携の政策
























































































　大学院生や科目履修生等を含む我が国の学生数は、795 大学 2,916,078 人であ



























































































2015 220 80 300 62 環境省ミニフォーラム同時開催
2016 187 101 288 54 企画集会同時開催（5 企画）
2017 131 102 233 60
エクスカーションあり。ASCM（ア
ジア保全医学会）同時開催
2018 200 80 280 52
現役学生・教員による「出張 ! オー
プンキャンパス」同時開催













　まず、量的側面について、2013 年度から 2019 年度までの学生・教員の来島延
人数と滞在延人数は下表のとおりである。
　2019 年度において、国内外 60 の大学等 512 名の学生、92 名の教員・研究員が








学生 教員 学生 教員
2013 未カウント
2014 480 200 未カウント 5
2015 661 196 2,698 314 未カウント 1
2016 593 132 3,285 368 87 未カウント 1
2017 569 185 3,023 555 80 104 2
2018 539 139 2,630 341 53 203 2

























































（N：2014=10 人、2015=27 人、2016=18 人、2017=20 人、2018=6 人）
65
　新規学生の誘致においては、そうした移住先輩学生、リピート学生や指導教員






















る。2018 年 3 月出版の『対馬の鳥と自然』（川口誠・前田剛編著、長崎新聞社）
の編集や、2017 年 10 月開催の「ツル等大型鳥類保全国際会合」（佐護ヤマネコ








・ 教育支援…対馬の子どもたちとの LINE による学習の質問回答（学生実習
「夏休みこども寺子屋」参加学生）
・ 映像製作…ドキュメンタリー製作（2016 年度島おこし実践塾生の KM 氏）
・ 企画支援…エコツアーの企画とゼミ旅行としての試行調整（2017 年度学
生実習生の SM 氏・YY 氏）
・ 専門支援…鳥類保全に関する国際会議での通訳、書籍（『対馬の鳥と自然』）























樋口耕一が作製・公開している KH Coder を用いた。















































































































































（166 文、95 段落、総抽出語数 3,518 語、異なり語数 793 語）
図 8　「対馬では何を学べるか」についての自由記述の
共起ネットワーク


























































































































　財源の確保策について、2019 年 2 月、域学連携の概念を提唱し、域学連携の
推進に関わった総務省の MS 氏にヒアリングを行った。








































の育成が必要不可欠である。対馬市は 2020 年 7 月 17 日に国の SDGs 未来都市の
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